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平成２９年度 藤沢市地域包括支援センター事業報告 

 

１ 重点的な取り組み 

 当該年度は、重点業務として次の３点を掲げ、活動方針及び計画を立案し、事業を

実施した。 

（１） 自立支援・介護予防に資する介護予防ケアマネジメント（第 1号介護予防支

援事業）の実施 

（２） 地域の実態把握と結果の活用及び課題解決に向けた業務の実施 

（３） 地域包括ケアシステムの構築に向けた住民や関係機関等との連携推進、ネッ

トワーク化の推進 

 

藤沢市介護予防ケアマネジメント事業については、前年度から当該事業への取組み

を開始し、その後、順調に事業実施が進んでいる状況にある。また、総合事業に関わ

る意見交換会を地域包括支援センター全体研修と位置づけ、包括職員及び行政職員が

理解を深め、課題の共有を図ることができた。地区によっては、包括的・継続的ケア

マネジメント業務として地区内の居宅介護支援事業所等を対象に、研修会を実施しま

した。 

各業務の統合的な分析と実態把握（地域診断）については、相談内容の分析や地区

内の要支援者や相談者の分布を地図上に落とし込むなど工夫をしながら、整理をする

ことができた。また、協議体や小地域ケア会議において、地区内の資源や情報を整理

するなど、昨年度に引き続き地域診断を進めることができている。 

ネットワークの構築については、これまでアプローチできていなかった団体や生活

支援コーディネーター、コミュニティソーシャルワーカー等との連携を図ることがで

きたが、地域における各団体間のネットワーク構築への働きかけについては、市内を

４ブロックに分け、地域の住民主体の団体（藤沢市地域の縁側、ボランティアセンタ

ー等）や地域包括支援センターを始めとした相談機関、子ども部を含む行政との協働

を検討していくことを目的に交流会を開催し、地域でのネットワークづくりの働きか

けを行った。今後も継続して、各地域での地域包括ケアシステムの考えに基づくネッ

トワークの構築に向けて働きかけを行っていく。 

 

２ 今後の課題 

・藤沢市介護予防・日常生活支援総合事業において、今後はさらに、自立支援・介護

予防に資する介護予防ケアマネジメントを実施することが重要である。具体的には、

単に対象者の困りごと、要望を叶える補完的なサービス調整だけでなく、適切なアセ

スメントのもと、自立や介護予防につながる具体的な目標が明確に設定され、規範的

統合による目標志向型の計画作成を行っていく必要がある。また、計画作成にあたっ

ては、地域におけるインフォーマルサービスを把握し、つなげるなど、地域において

社会参加の機会を増やすことで、「自助」「互助」の醸成を図ることも重要となる。 
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・さらに、包括的・継続的ケアマネジメント業務として、上記内容の理解と実践に向

けた支援・指導を、地区内の居宅介護支援事業者に対し行うことにより、自立支援・

介護予防に資するケアマネジメント力のボトムアップを図っていく。 

・地域診断で把握された地区内の特性や課題については、地域包括支援センターだけ

でなく、地区における関連団体や住民にも示すことができるよう資料化し、協議体等

で活かせるようまとめる必要がある。その上で、課題について整理し、課題解決のた

めの方法の検討、実践に向けた具体的取組みについて、ネットワークを活用した様々

な機会を捉えて行っていく。 

・上記のような取組みを進めるためには、各地区における地域包括ケアシステムの構

築を見据えた活動が重要であることから、関係構築がすでにできている団体はもとよ

り、地域住民や地域にある様々な機関、資源へのアプローチを図り、地域包括ケアシ

ステム構築における中核的機関としての認識を高めながら、連携の強化、ネットワー

ク化を図っていく。 

 

３ 総評 

藤沢市介護予防・日常生活支援総合事業においては、地域包括支援センターの事業

理解や関係者への周知により、スムーズな移行ができた半面、前項で示したような自

立支援・介護予防に資する介護予防ケアマネジメントの実践を明確に掲げた業務の遂

行は充分ではない。来年度から各地区で本格始動する自立支援・介護予防の観点を踏

まえた「地域ケア会議」を通して、各専門職との連携を図りながら推進していく必要

がある。 

地域包括ケアシステムの構築に向けての取組みは、これまで構築してきた土台を活

かしつつ、さらなる連携体制の構築を図る必要があると思われる。地域住民を巻き込

んだ「地域づくり」として、今まで実施してきた地域診断の結果や協議体・小地域ケ

ア会議で、地域におけるハード、ソフト両資源の把握と連携により、来年度は、各地

区の特性に合わせた地域包括ケアシステムの形と実現を目指していく。 

 

 

 

以 上 
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２０１８年(平成３０年)４月９日 

 

平成３０年度 藤沢市いきいきサポートセンター 

（地域包括支援センター）重点業務 

 

藤沢市地域包括ケアシステム推進室 

 

平成３０年度藤沢市包括的支援事業及び藤沢市介護予防ケアマネジメント事

業の実施における重点業務については、次のとおりとする。 

 

１ 地域ケア会議の実施 

※地域包括支援センター事業計画「介護予防ケアマネジメント」「包括的・継続的 

ケアマネジメント」に対応 

医療・介護の専門職や地域の支援者等の多職種協働により、個別ケー

スのケアマネジメント支援及び地域のネットワークの構築に向けた環境

整備を行うため、市や他のいきいきサポートセンターとの連携を図り、

地域ケア会議を１３地区ごとに実施する。 

 

２ 地域における連携・協働体制づくり等の環境整備 

※地域包括支援センター事業計画「包括的・継続的ケアマネジメント」に対応 

    地域包括ケアシステムの考え方に基づいた、地域におけるネットワーク

の構築に努め、連携・協働体制づくりの環境整備を図ること。 

これまでの活動により、いきいきサポートセンターと各団体とのつなが

りは進んでいると思われるが、地域における民生委員等の地縁団体、ボラ

ンティア団体、介護事業者、医療機関等の多様な主体間の横のつながりに

ついては、今後、益々重要となり、さらなる連携強化が必要と考えられる。 

地域における多様な主体間のネットワークの構築は地域包括ケアシス

テムの基盤となるものであり、いきいきサポートセンターを中心としたネ

ットワークはもとより、いきいきサポートセンターを介さずとも、多様な

主体間が連携を持ち、自己解決にも結びつくようなネットワークを構築で

きるよう、働きかけていくこと。そのための、お互いに顔の見える関係づ

くりや、協働で行う事業など、実践を伴う働きかけについて具体的な活動

計画を作成すること。 

３ 地域課題の把握内容の見える化の推進及び課題解決に向けた実践 



4 
 

※地域包括支援センター事業計画「総合相談」「包括的・継続的ケアマネジメン 

ト」に対応 

これまで行ってきた業務で把握された資源や資料等、また個別の支援

から見えてきた地域に共通する課題等について、総合的に捉え、分析す

ること。担当地域における特性や課題等を抽出し、住民や関係者に向け

て見える化を推進していくこと。そして、見える化した内容については、

各地区で実施している協議体等の各種会議において、積極的に活用する

こと。 

また、地域の課題解決に向けた必要な活動については、３職種で共有

し、計画的に進めること。 

 

４ 自立支援・介護予防に資する介護予防ケアマネジメント 

（第 1号介護予防支援事業）の適切な実施 

※地域包括支援センター事業計画「介護予防ケアマネジメント」に対応 

 

（１） 多角的な視点をもった適切なアセスメントのもとに、対象者本人の「し   

たい」「できるようになりたい」生活行為が目標として明確に設定するこ

と。その達成のための対象者の主体的な取組が実践できるような動機付け

及び継続できるようなサービス等のコーディネートや環境調整、地域にお

ける資源の把握及び不足する新たな事業の創出など、そのプロセスを通じ

て、本人の意欲に働きかけながら目標志向型の計画を作成し、地域での社

会参加の機会を増やし、地域における互助にもつながるよう支援していく

こと。 

 

（２）地域包括支援センターに配置されている三専門職の専門性を活かし、職 

員間の連携のもと、対象者が抱える潜在的な課題をも含めたアセスメ  

ントを行い、自立支援・介護予防に資する計画はもとより、想定されるリ

スク等の回避に向けた支援計画を作成すること。 

 

                                以 上  

                                                               

 

 

 

 


































